
※基準価額は信託報酬控除後の値です。

ファンド設定日：2005年2月1日

※基準価額及び税引前分配金再投資基準価額は、信託報酬控除後の値です。
※税引前分配金再投資基準価額は、税引前分配金を再投資したものとして算出しています。

※期間収益率は税引前分配金を再投資したものとして算出した税引前分配金再投資基準価額により計算しています。
※応答日が祝日等の場合には、前営業日からの収益率を記載しています。

※収益分配金は1口当たりの金額です。

※後掲の「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。

追加型投信／国内／株式

ＳＢＩ中小型成長株ファンド　ジェイネクスト 月次レポート
販売用資料

愛称：jnext 2021年09月30日基準

基準価額 53,886円 ＋591円

運用実績

8,481百万円純資産総額前月末比

基準価額等の推移 資産構成（単位：百万円）

本ファンド
金額 比率

マザーファンド 8,461 99.8％

現金等 20 0.2％

マザーファンド
金額 比率

国内株式 24,710 97.0％

現金等 763 3.0％
※本ファンドは、中小型成長株・マザーファンド
   を通じて実質的に株式に投資しています。
※現金等には未収・未払項目などが含まれるため、
   マイナスとなる場合があります。

期間収益率
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※組入比率はいずれもマザーファンドの純資産総額比です。四捨五入の関係で合計が100％にならない場合があります。
※本ファンドはファミリーファンド方式で運用を行っているため、マザーファンドの運用状況を表示しています。

※後掲の「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。

追加型投信／国内／株式

ＳＢＩ中小型成長株ファンド　ジェイネクスト 月次レポート
販売用資料

愛称：jnext 2021年09月30日基準

3.2％

マザーファンドの状況

市場別組入比率 業種別組入比率

組入上位10銘柄

証券コード 銘柄名 市場区分 業種 比率

1 2471 エスプール　　　　　　　　　　　　　　　 東証1部 サービス業

3.1％

2 6088 シグマクシス　　　　　　　　　　　　　　 東証1部 サービス業 3.1％

3 2130 メンバーズ　　　　　　　　　　　　　　　 東証1部 サービス業

2.9％

4 6145 ＮＩＴＴＯＫＵ　　　　　　　　　　　　　 ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ(ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ) 機械 3.1％

5 3661 エムアップホールディングス　　　　　　　 東証1部 情報・通信業

2.8％

6 7747 朝日インテック　　　　　　　　　　　　　 東証1部 精密機器 2.9％

7 7816 スノーピーク　　　　　　　　　　　　　　 東証1部 その他製品

2.8％

8 3697 ＳＨＩＦＴ　　　　　　　　　　　　　　　 東証1部 情報・通信業 2.8％

9 2222 寿スピリッツ　　　　　　　　　　　　　　 東証1部 食料品

2.7％

組入銘柄数 55銘柄

10 7600 日本エム・ディ・エム　　　　　　　　　　 東証1部 精密機器

東証1部
87.5%

東証2部
0.9%

ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ
(ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ)

4.6%

ﾏｻﾞｰｽﾞ
4.0%

現金等
3.0%

サービス業
31.7%

情報・通信業
17.7%

精密機器
8.3%

その他製品
7.6%

化学
6.3%

小売業
5.5%

機械
5.3%

その他
14.6%

現金等
3.0%
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※本ファンドのマザーファンドに助言しているエンジェルジャパン・アセットマネジメントからのコメントです。
※ご紹介する企業はファンドのコンセプトをご理解いただくためのものであり、個別企業の推奨をする目的ではありません。

※後掲の「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。

　新型コロナウイルスの感染拡大に伴い19都道府県を対象に発令されていた緊急事態宣言が、9月末をもってようやく解除されました。変異
株の拡大により感染者数は夏場には連日ピークを更新しましたが、その後はワクチン接種の浸透などにより減少傾向が続いています。今後ど
のような形で行動制限が緩和されていくかは、昨年秋口に実施した経済政策の検証や、先行する諸外国の動向を踏まえて慎重に判断すべ
きですが、ペースはどうあれ正常化に向けて前進していくのは間違いないでしょう。日本経済新聞社が主要30業種を対象にまとめた2021年
10～12月期の産業天気図予測では、旅行・ホテル、コンビニエンスストアなどの5業種が7～9月期に比べて改善しているようです。実際に
日々の面談の中でも、多くの企業において不安心理が後退し、コロナ後を見据えた施策を打ち始めていることを感じています。例えば、ある外
食企業では、時短営業で非稼働になった夜の時間帯を活用して既存店の改装を一気に推し進めていていますし、法人向けに実店舗で使
えるクーポンなど使った販促サービスを提供する企業においても、引き合いが減少した時期にあえてサービス充実化を図るなど、いずれもここか
らの回復にドライブをかけるべく前向きな動きをとっています。

　さて、コロナ禍が収束し経済が正常化に向かう中でも、私たちの生活様式や趣向は以前と全く同じように戻ることはないでしょう。ソーシャル
ディスタンスという言葉はすっかり定着しましたが、今後も企業にとって感染対策は重要なテーマとして残ると考えられます。一方で、電子書籍
やアウトドアなど、コロナ禍が市場拡大の好機となった業界についても、今後もユーザーを定着・拡大させるための打ち手が求められることになり
ます。巧みな戦略によって環境変化を成長の糧に変えられるような魅力的な企業を、個別直接面談調査を継続することで一社でも多く見い
出してまいります。

追加型投信／国内／株式

市場動向及び企業動向等

当月の市場動向

企業調査概況

　9月の国内株式市場は、菅総理の退陣表明をきっかけに新政権による経済対策への期待が広がり、前半に大きく急伸しました。更に、新
型コロナウイルスのワクチン普及に伴う経済正常化への期待の高まりや、外国人投資家の買い越しなどを背景に続伸し、14日にはTOPIX、
日経平均株価とも約31年ぶりの高値を付けました。後半は、利益確定売りに加え、中国の不動産大手、中国恒大集団の巨額債務問題
への警戒感が高まり下落に転じました。その後、懸念後退と共に反発したものの、月末にかけては、米長期金利が急上昇したことから、ハイテ
ク株を中心に調整が進みました。

　業種別では、鉱業、空運業、保険業などが大きく上昇した一方、鉄鋼、海運業、機械などが下落しました。

　指数の動きは、日経平均株価＋4.9％、TOPIX＋3.5％、日経ジャスダック平均株価＋1.1％、東証マザーズ指数▲0.7％となりまし
た。

ＳＢＩ中小型成長株ファンド　ジェイネクスト 月次レポート
販売用資料

愛称：jnext 2021年09月30日基準
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※本ファンドのマザーファンドに助言しているエンジェルジャパン・アセットマネジメントからのコメントです。
※ご紹介する企業はファンドのコンセプトをご理解いただくためのものであり、個別企業の推奨をする目的ではありません。

※後掲の「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。

追加型投信／国内／株式

ＳＢＩ中小型成長株ファンド　ジェイネクスト 月次レポート
販売用資料

愛称：jnext 2021年09月30日基準

　ビジネスのデジタル化を進めたい顧客企業を人材サービスで支援している「メンバーズ」をご紹介します。もともと同社は、Web（ウェブ）サイ
トの構築やネット広告代理の事業を展開していましたが、2008年頃からデジタルビジネスの運営支援サービスに転換を図りました。

　現在の主力サービスであるEMC（Engagement Marketing Center）事業では、大企業を中心に、専門性の高いデジタルクリエイ
ター（以下、DC）で編成された顧客専任チームが、Webサイトの運用、広告戦略の改善、デザインや使い勝手の改善、などを顧客に伴走
して支援しています。EC（電子商取引）サイトに代表されるデジタルサービスは、Webサイトを構築して終わりではなく、日々の閲覧状況や
販売状況などを分析し、それに対応してコンテンツの修正や広告戦略の変更などが必要になります。同社の高い知見をもとにサポートしていく
体制が評価され、「楽天」などのECサイトに留まらず、「ベネッセコーポレーション」「みずほ銀行」「パナソニック」など、業種を問わず、デジタル化
を進めたい企業に取引が拡大しています。また、第二の柱として、大手企業ほどの人数は必要ないもの、DCを活用したい中堅・中小企業、
成長過程にあるベンチャー企業に対して社員を派遣するサービスもおこなっており、引き合いは旺盛です。

　コロナ禍で、さまざまな企業がDX（デジタルトランスフォーメーション）化を推し進めようとしており、IT業界は需要が旺盛ですが、一方で優
秀な人材を如何に確保するかが課題となっています。その中で、同社は以前から“デジタルクリエイターの幸せ追求”を経営方針の第一に掲
げ、経済的な恩恵に加えて、スキルアップの機会を数多く提供することや、意義のある仕事に携わっていることが実感できる仕組みを作ってきま
した。それが採用面での強みとなり、優秀な人材が集まることにつながっています。中長期計画では、2020年3月のDC1,133人、営業利益
11億円から、2030年3月期では1万人、営業利益100億円へ拡大させることをめざしています。わが国企業にとって待ったなしのDX化を推
進してくれる存在として活躍が期待されます。

組入銘柄のご紹介

　グローバルに展開する機械メーカーの「NITTOKU」をご紹介します。主力の巻線機は、コイルと呼ばれる電子部品の製造に使われており、
同社はそのトップメーカーとして確固たる地位を築いています。コイルは、モーター、スピーカー、センサー、アンテナなど、その目的によりさまざまな
形状がありますが、基本的にはコアという芯に銅線などを巻き付けて製造します。同社は1972年の創業以来、この“巻く”技術に磨きをかけ
て、顧客の要望に応える独創的な高性能巻線機を生み出してきました。蓄積してきたノウハウが強みとなり、今では世の中で新しいコイルが
必要になると、必ず声がかかる存在となっています。

　電子機器の小型化や高性能化を進めるためには、コイルの進化も欠かせません。次世代携帯電話や自動車の電子化は、既に米粒以下
の大きさのコイルをさらに小さくし、使われる個数も増えることが想定されています。その他にも、家電製品の省エネ機能を上げるインバータ機
能（モーターの回転数などを制御する）もコイルが重要な役割を果たしており、グローバルに搭載が進んでいます。

　同社は、2026年3月期までの達成目標として売上高500億円を掲げています（2021年3月期は220億円）。その中では、5G基地
局・端末向けコイル、EV駆動モーター、自動運転関連モーターなどの需要がドライバーとなって拡大していく想定で、実際に足元でもそれらに
関連する受注が増えつつあります。こうした需要に対応すべく、同社は工場増設や人材採用・育成などを通じて、生産能力の拡大を積極的
に推し進めています。また、同社は巻線機に加えて、他社との連携や大学との共同開発によって“張る”“塗る”“結ぶ”“切る”という周辺の要
素技術や、高速・高精度の搬送技術も強化してきました。その結果、近年では巻線機の前後工程まで含めた一貫ラインや、フィルム搬送
機、特殊ワイヤー製造装置、コネクタの組立機など、コイル以外の分野でも効率的な省人化ラインが提供できることで評価を高めています。
生産現場の省人化・自動化に貢献できる有力メーカーとして、“偉大なる中小企業”をめざす同社の挑戦は続きます。

～NITTOKU（6145）～組入銘柄のご紹介

組入銘柄のご紹介 ～メンバーズ（2130）～
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※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

本ファンドは、マザーファンド受益証券を通じて主に国内株式を投資対象としています。株式等値動きのある証券を投資対象としているため、基準価額
は変動します。特に投資する中小型株式等の価格変動は、株式市場全体の平均に比べて大きくなる傾向があり、基準価額にも大きな影響を与える
場合があります。したがって、投資者の皆様の投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割込むことが
あります。
信託財産に生じた利益及び損失は、全て投資者に帰属します。また、投資信託は預貯金と異なります。

投資リスク

基準価額の変動要因

ファンドの目的・特色

ファンドの目的

ファンドの特色
●マザーファンド受益証券への投資を通じて、現時点では何らかの理由（課題・困難）により割安な株価ではあるものの、将来への成長機会を
　 持つ（＝企業家精神溢れる）、革新的な高成長が期待される企業の株式に厳選投資します。
●エンジェルジャパン・アセットマネジメント株式会社より投資に関する助言を受けて運用します。

本ファンドは、中小型成長株・マザーファンド（以下、「マザーファンド」といいます。）受益証券への投資を通じて、主にわが国の金融商品取引市場に
上場する中小型株式に投資し、信託財産の中長期的な成長をめざして積極的な運用を行います。

追加型投信／国内／株式

ＳＢＩ中小型成長株ファンド　ジェイネクスト 月次レポート
販売用資料

愛称：jnext

主な変動要因

価格変動リスク

流動性リスク

一般に、株式の価格は個々の企業の活動や業績、国内外の経済・政治情勢、市場環境・需給等を反映して変動します。
本ファンドは株式の価格が下落した場合、基準価額は影響を受け損失を被ることがあります。

委託会社では、ファンドのパフォーマンスの分析及び運用リスクの管理をリスク管理関連の各種委員会を設けて行っています。

※基準価額の変動要因は上記に限定されるものではありません。

その他の留意点

リスクの管理体制

信用リスク

株式を売却あるいは取得しようとする際に、十分な流動性の下での取引を行えず、市場実勢から期待される価格で売買で
きない可能性があります。この場合、基準価額は影響を受け、損失を被ることがあります。

投資した企業や取引先等の経営・財務状況が悪化するまたは悪化が予想される場合等により、株式の価格が下落した場
合には基準価額は影響を受け損失を被ることがあります。

・ 本ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
・ 収益分配金の水準は、必ずしも計算期間における本ファンドの収益の水準を示すものではありません。収益分配は、計算期間に生じた収益を
・ 超えて行われる場合があります。
・ 投資者の購入価額によっては、収益分配金の一部または全部が、実質的な元本の一部払戻しに相当する場合があります。
・ 収益分配金の支払いは、信託財産から行われます。したがって純資産総額の減少、基準価額の下落要因となります。
・ 本ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行います。当該運用方式には運用の効率性等の利点がありますが、投資対象とするマザーファンドに
・ おいて、他のベビーファンドの資金変動等に伴う売買等が生じた場合などには、本ファンドの基準価額は影響を受けることがあります。
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※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

換金単位

金融商品取引所における取引の停止、その他やむを得ない事情等があるときは、購入・換金のお申込みの受付を中止する
こと、及び既に受付けた購入・換金のお申込みの受付を取消す場合があります。

無期限（設定日：2005年2月1日）

受益権の口数が10万口を下回ることとなった場合等には繰上償還となる場合があります。

毎年1月22日（休業日の場合は翌営業日）

換金価額

換金代金

申込締切時間

換金制限
購入・換金

申込受付の中止
及び取消し

最低単位を1口単位として販売会社が定める単位とします。詳細は販売会社までお問い合わせください。

換金申込受付日の基準価額から信託財産留保額を控除した価額となります。
換金手数料はかかりません。

換金申込受付日から起算して5営業日目からお支払いいたします。

原則として、午後3時までに販売会社が受付けた分を当日のお申込み分とします。
※受付時間は販売会社によって異なることもありますのでご注意ください。

ファンドの資金管理を円滑に行うため、大口解約には制限を設ける場合があります。

ＳＢＩ中小型成長株ファンド　ジェイネクスト 月次レポート
販売用資料

愛称：jnext
追加型投信／国内／株式

お申込みメモ

購入価額

購入代金

購入申込受付日の基準価額となります。

原則として、購入申込受付日から起算して5営業日目までに販売会社にお支払いください。

購入単位 1口以上1口単位として販売会社が定める単位とします。（当初元本1口＝10,000円）
詳細は販売会社までお問い合わせください。

○本資料は、ＳＢＩアセットマネジメント株式会社が信頼できると判断したデータに基づき作成されておりますが、
　 その正確性、完全性について保証するものではありません。また、将来予告なく変更されることがあります。
○本資料中のグラフ、数値等は過去のものであり、将来の傾向、数値等を予測するものではありません。
○投資信託は値動きのある証券に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本保証はありません。
○投資信託の運用による損益はすべて受益者の皆様に帰属します。
○お申込みの際には必ず投資信託説明書（交付目論見書）の内容をご確認の上、お客様自身でご判断ください。

本資料のご留意点

信託期間

繰上償還

決算日

収益分配 年1回決算を行い、収益分配方針に基づいて分配を行います。

課税関係

課税上は、株式投資信託として取扱われます。
公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度及び未成年者少額投資非課税制度の適用対象です。
配当控除の適用が可能です。益金不算入制度の適用はありません。
※税制が改正された場合には、変更となる場合があります。税金の取扱いの詳細については、税務専門家にご確認されることをお勧
※めします。
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投資者の皆様にご負担いただく手数料等の合計額については、ファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、表示することができません。

※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください。

ファンドの費用

投資者が直接的に負担する費用

信託財産留保額 換金申込受付日の基準価額に0.3％を乗じて得た額とします。

購入時手数料

追加型投信／国内／株式

ＳＢＩ中小型成長株ファンド　ジェイネクスト 月次レポート
販売用資料

愛称：jnext

運用管理費用
（信託報酬）

ファンドの日々の純資産総額に年1.65%（税抜：年1.5％）を乗じて得た額とします。
信託報酬は毎日計上され、毎計算期末を含む毎月22日（22日が休業日のときは翌営業日）または信託終了のときファ
ンドから支払われます。
信託報酬＝運用期間中の基準価額×信託報酬率

その他の費用
及び手数料

ファンドの監査費用、有価証券売買時にかかる売買委託手数料、信託事務の処理等に要する諸費用等が信託財産から
差引かれます。これらの費用は、監査費用を除き運用状況などにより変動するものであり、事前に料率、上限額などを示すこ
とができません。

購入価額に3.3％（税抜：3.0％）を上限として販売会社が定める手数料率を乗じて得た額とします。
詳細は販売会社にお問い合わせください。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

お知らせ

本ファンドにつきまして、収益分配金にかかる配当控除の適合条件をより明確化するため、信託約款に所要の変更を行いました。
詳細はホームページ（http://www.sbiam.co.jp/）のお知らせをご参照ください。
（変更適用日：2019年10月21日）

販売会社 ※最終頁をご参照ください。　（受益権の募集・販売の取扱い、及びこれらに付随する業務を行います。）

委託会社、その他関係法人

委託会社 ＳＢＩアセットマネジメント株式会社　 （信託財産の運用指図、投資信託説明書（目論見書）及び運用報告書の作成等を行います。）

　　金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第311号　加入協会/一般社団法人投資信託協会 　一般社団法人日本投資顧問業協会

受託会社 三井住友信託銀行株式会社　 （ファンド財産の保管・管理等を行います。）
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販売会社一覧

金融商品取引業者名 登録番号
加入協会

日本証券業
協会

一般社団法人
金融先物取引業

協会

一般社団法人
日本投資顧問業

協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

ＳＢＩ中小型成長株ファンド　ジェイネクスト 月次レポート
販売用資料

愛称：jnext
追加型投信／国内／株式

○

東海東京証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長
（金商）第140号 ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第44号 ○ ○

○

エイチ・エス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第35号 ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第195号 ○ ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

立花証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第110号 ○ ○

auカブコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第61号 ○ ○ ○

三田証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第175号 ○

■販売会社では、受益権の募集・販売の取扱い、及びこれらに付随する業務を行います。

ファンドのご購入の際は、販売会社より投資信託説明書（交付目論見書）をあらかじめ、または同時にお渡ししますので、必ず内容をご確認のうえ、ご自身でご判断ください。
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